（２）建築物空気環境測定業の登録申請書類について　　－１
	必要添付書類
	有無
	内　　　　　容
	適否

	登録申請書（細則第３条）
	
	①申請者の住所（法人の場合は主たる事務所の所在地）
②申請者の氏名（法人の場合は名称）
③代表者の氏名（法人の場合）
④登録を受けようとする事業の区分
⑤営業所の所在地
⑥営業所の名称
⑦営業者の責任者の氏名
申請者が公益法人、事業組合等であっても定款または寄付行為上登録を行えるようになっており、登録基準を満たしている場合は登録することができる。　
　　　　　
事業協同組合については、以下の要件を満たす場合に限り登録することができる。
(1)事業協同組合の事務所等が一つの営業所としての機能を有していること。
(2)登録を受けようとする事業を行う事又はその事業の協同受注を行うことが、定款に明文化されていること。

	

	機械器具の概要を記載した書面（施行規則第２６条第１号、細則第３条）（機械器具の概要および状態を明らかにする写真を貼付のこと）
	
	①浮遊粉じん測定器（ｸﾞﾗｽﾌｧｲﾊﾞｰろ紙を装着して相対沈降速度がおおむね10ﾐｸﾛﾝ以下の浮遊粉じんを重量法により測定する機器または厚生労働大臣の登録を受けた者により当該機器を標準として較正された機器）
②一酸化炭素検定器（検知管方式）
③二酸化炭素検定器（検知管方式）
④温度計（0.5度目盛）
⑤乾湿球湿度計（0.5度目盛）
⑥風速計（0.2ｍ／ｓ以上の気流を測定することができるもの）
⑦空気環境の測定作業に必要な器具（測定器固定用スタンド等）
⑧上記機械器具の名称、型式、数量、購入年月日等を記入すること。
⑨申請者の所有物または長期的、恒常的に占有し、自由に使用できること。
　事業組合の場合、組合員の所有であっても組合が必要とするときには自由に使用できることが、成文の内規または規約で定められていること。
⑩他の登録事業の機械器具となっていないこと。
　ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ測定器（2-4-ｼﾞﾆﾄﾛﾌｪﾆﾙﾋﾄﾞﾗｼﾞﾝ捕集―高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ法または4-ｱﾐﾉｰ3-ﾋﾄﾞﾗｼﾞﾉｰ5-ﾒﾙｶﾌﾟﾄｰ1,2,4-ﾄﾘｱｿﾞｰﾙ法により測定機器または厚生労働大臣が別に指定する測定器）については、登録の物的要件とはされていない。

	

	空気環境測定実施者の氏名を記載した書面（細則第３条）
	
	①氏名（空気環境測定実施者について記入）
②業務範囲（空気環境測定実施者が複数いる場合には業務分担）
③経験年数
④資格の種別
⑤資格取得年月日（最新の取得年月日）
⑥他の事業所または他の業務で兼務していないこと。
　事業協同組合の場合、組合員の営業所を含む。
⑦建築物環境衛生管理技術者免状の交付を受けている場合、特定建築物における環境衛生管理技術者と兼務していないこと。
	


（２）建築物空気環境測定業の登録申請書類について　　－２
	必要添付書類
	有無
	内　　　　　容
	適否

	空気環境測定実施者が規則に定める有資格者であることを証する書類（施行規則第２６条第２号）
	
	規則第２６条第２号に規定する者であること。
(1)厚生労働大臣の登録を受けた者（監督者講習機関等登録簿：P101）が行う空気環境の測定を行う者のための講習の課程を修了し、修了の日から６年を経過しない者（空気環境測定実施者講習会修了証書の写し）
(2) (1)の講習の課程を修了した者であって、厚生労働大臣の登録を受けた者（監督者講習機関等登録簿：P101）が行う空気環境の測定を行う者のための再講習の課程を修了し、修了の日から６年を経過しない者（空気環境測定実施者再講習会修了証書の写し）
(3) (1)又は(2)に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者（建築物環境衛生管理技術者免状の写し）
ただし、登録の有効期間経過後、引き続いてその者を空気環境測定実施者として再登録を受けようとする場合には、その者が(2)の再講習を修了し、修了の日から６年を経過しないことが登録要件となる。

	

	作業および設備の維持管理方法を記載した書面（施行規則第２６条第３号）
	
	①作業班の編成
②作業班ごとの空気環境測定実施者等の氏名
③使用する機械器具
④作業手順
　(1)空気環境の測定方法
　(2)測定器の点検、較生等の方法ならびにこれらの記録の保管方法
　(3)測定結果報告作成の手順ならびに測定結果の保存方法および保存責任者の氏名
⑤業務を委託する際の手順及び委託した業務の実施状況の把握方法
⑥苦情および緊急の連絡に対する体制
空気環境の測定および空気環境の測定に用いる機械器具その他の設備の維持管理の方法が、清掃作業および清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準に適合していること。

	


	　（参考）
清掃作業および清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準
　　　　（平成１４年厚生労働省告示第１１７号）
第２
　　　規則第２６条第３号に規定する厚生労働省が別に定める基準は、道号に規定する方法が次ぎのいずれに
　　も該当することとする。
　　　１　空気環境の測定は、規則第３条の２第１号に定める方法に準じて行うこと。
　　　２　空気環境の測定の結果を５年間保存すること。
　　　３　空気環境の測定に用いる測定器について、定期に点検し、必要に応じ、較正、整備または修理を行
うとともに、使用する測定器の点検等の記録を、測定器ごとに整理して保管すること。
４　空気環境の測定および空気環境の測定に用いる機械器具その他の設備の維持管理は、原則として自
ら実施すること。これらの業務を他の者に委託する場合は、あらかじめ、受託者の氏名等を建築物維
持管理権限者に通知するとともに、受託者の業務の方法が１および３に掲げる要件を満たしているこ
とを常時把握するととし、委託する場合にあっても、測定結果の保存は自ら実施すること。
５　建築物維持管理権限者または建築物環境衛生管理技術者からの空気環境の測定および空気環境の
測定に用いる機械器具その他の設備の維持管理に係る苦情および緊急の連絡に対して、迅速に対応で
きる体制を整備しておくこと。
建築物の衛生的環境の確保に関する法律施行規則
第３条の２（空気環境の測定方法）
  令第２条第１号ハの規定による測定の方法は、次の各号に定めるところによる。
１　当該特定建築物の通常の使用時間中に、各階ごとに、居室の中央部の床上７５センチメートル以上
　１５０センチメートル以下の位置において、次の表の各号の上欄に掲げる事項について当該各号の下
欄に掲げる測定器（次の表の第２号から第６号までの下欄に掲げる測定器についてはこれと同程度以
上の性能を有する測定器を含む。）を用いて行うこと。　 

　　　　（表：略）
　　　２～４略


